
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実践編 電子アンケートシステム 

 



【実践編 電子アンケートシステム】  

１ 導入の手順 

1-1 導入手順及びスケジュール 

どんな手順、スケジュールで進めればいいですか？ 

キーワード 
・長岡市、千代田区での導入手順、スケジュール 
関連項目 
【実践編 地域 SNS】 1-1 導入手順及びスケジュール 

 

・電子アンケートについては、「システムの導入」「公的個人認証サービス関連手続き」「運用体制

整備」「モニター募集」などが挙げられます。長岡及び千代田での実証実験の際の手順とスケジ

ュールは、下図の通りでした。 

 

実証実験における電子アンケート導入の手順とスケジュール 

8月
１）実証実験実施内容の検討
・電子アンケート実施体制の検討
・電子アンケート実施内容の概要検討
２）システム環境構築
・サーバ設置場所の検討・手配
・サーバ機器の手配
・システム仕様検討
・システム開発
・公的個人認証サービス利用手続き
・サーバ証明書、ドメイン取得
・アプレット証明書の取得
・サーバ環境構築
・導入、カスタマイズ
・テスト
・試験公開
・正式公開
・システムバージョンアップ
３）運用体制の構築
・庁内体制整備
・地方公共団体認証局の設置
・個人情報保護審議会準備・諮問
・モニター規約の作成
・運用研修の実施
４）広報・宣伝
・広報誌
・ホームページ
・ちらし配布
・キックオフイベント
・特定モニター募集
・一般モニター募集
５）実証実験
・実証実験期間
・実施アンケート検討
・アンケート実施
・アンケート結果集計

2005年 2006年
9月 10月 11月 12月 1月 2月

項目

長岡市 千代田区

長岡市のみ（千代田区は設置済）
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【実践編 電子アンケートシステム】  

1-2 公的個人認証サービスの利用手続き（運用側） 

公的個人認証サービスの手続はどのように行えばいいですか？ 

キーワード 
・必要な手続きと概ねの所要期間 

・手続に先立ち、確認、準備しておくべき内容 

・手続の進め方 
関連項目 
【実践編 電子アンケート】 1-1 導入手順及びスケジュール 

 

・電子アンケートで公的個人認証サービスを活用する場合は、（財）自治体衛星通信機構

（LASCOM）などに対する署名検証者失効情報提供手続が必要となります。手続フローと概ね

の所要期間は、下図の通りです。これまでの手続の有無、サーバ等の設置方法、他の都道府

県との協定書の取り交わし状況などによって、必要な手続きや所要期間が異なります。 

・既に一度手続きが済んでいても、新たにサーバの IP アドレスを取得して利用する場合などは、

手続きが必要となりますので、財団法人自治体衛星通信機構（LASCOM）までお問合せくださ

い。 

 

署名検証者失効情報提供手続のフローと概ねの所要期間 

（署名検証者が地方公共団体の場合） 

資料：(財)自治体衛星通信機構（公的個人認証サービスセンター）ホームページより 

（http://lascom.or.jp/www/jinfo/jpkirp/rpflow.pdf） 
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【実践編 電子アンケートシステム】  

公的個人認証サービスに関する問合せ先 

公的個人認証サービス指定認証機関 

財団法人自治体衛星通信機構（LASCOM） 

公的個人認証サービスセンタ 

Ｍａｉｌ：jpki-rp@lascom.or.jp 

住所：〒105-0001 

東京都港区虎ノ門 5-12-1 虎ノ門ワイコービル７Ｆ 

 

 

実証実験の準備にあたり要した期間 

作業項目 実際に要した期間 備考 

Ａ－１ １週間以内（3 日程度）  

Ａ－５ １週間以内（3 日程度）  

Ａ－６ ４週間 今回は LGPKI の CVS との接続検証に手間取ったため。通

常は 1 週間程度で可能と思われる。 

Ａ－11 １週間以内（3 日程度）  

※作業項目は、前頁の図に対応しています。 
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【実践編 電子アンケートシステム】  

1-3 システム導入方法のケース 

システムの導入には、どのような方法がありますか？ 

キーワード 
・既存のネットワーク環境やサーバを活用する場合 

・新たにサーバを導入する場合 

・データセンターを活用する場合 

・複数の団体で共同利用する場合 
関連項目 
【実践編 子アンケート】 1-4 導入ケース別の必要経費 

践編 地域 SNS】 1-2 システム導入方法のケース 
電

【実

 

・ 導入 置場所など様々な方法があ も大きく異なります。

導入方法別のメリット、デメリットは下表の通りですが、導入する団体の実情や、セキュリティポ

リシー、個人 に当っての要件等を勘案して、導入方法

あります。 

・また、複数の とも えられます。この場合は、共同利用に対応するため

の策定、費用負担方法の検討

などが必要となります。 

 

 

主な導入方法と特徴 

システムの 方法は、サーバの設 り、経費等

情報保護条例など、導入 を決める必要が

団体で共同利用するこ 考

のソフトウエアの改修や、セキュリティ確保を含めた運用ルール

項目 主な方法 メリット デメリット 

既存のインターネット

接続環境を利用 

安価に導入できる 回線速度、ネットワーク機器など

既存の仕様の制約を受ける 

データセンターを利

用（ホスティング） 

セキュリティ等の信頼性が高い 運用コストが高い、借りるサーバ

の制約を受ける 

サーバ 

設置場所 

データセンターを利

用（ハウジング） 

セキュリティ等の信頼性が高い 運用コストが高い、サーバ購入経

費が必要 

既存のサーバを利用 安価に導入できる 既存のサーバの性能や併用する

ソフトウエアなどの制約を受ける 

サーバ 

新たにサーバを購入 目的に応じた仕様のサーバを使

用できる 

サーバ購入、維持経費がかかる 

職員が自分で行う 安価に導入、運用できる 十分な知識が必要、運用負荷が

かかる 

導入 

・運用 

業者に委託 十分な知識が得られる、職員の

運用負荷が軽減できる 

導入、運用にコストがかかる 
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【実践編 電子アンケートシステム】  

1-4 導入ケース別の必要経費 

予算はいくら必要ですか？ 

キーワード 
・導入方法別の必要経費（導入経費、運用経費） 
関連項目 
【導入検討編】 ７ 電子アンケートの費用 

域 SNS】 1-3 導入ケース別の必要経費 

【導入検討編】 ５ 地域 SNS の費用 

【実践編 地

 

・導入経費や運用経費は、サーバの設置方法などの導入方法によって大きく異なります。主な導

入方法別の経費（概算、条件等により異なる）は表の通りで、導入方法によって、初期費用が

 

電子アンケートシステムの導入・運用経費 

25 万円から 145 万円（以上）、年間運用経費が 15 万円から 195 万円（以上）と大きな差があり

ます。また、セキュリティ対策の講じ方によっても、費用は大きく異なります。 

項目 パターン 1 パターン 2 パターン 3 パターン 4 パターン５

環境 既存環境 既存環境 既存環境 ホスティング ハウジング

ハードウェア 既存サーバ 既存サーバ 新規サーバ ホスティング 新規サーバ

前提 

条件 

職員が実施 業者が実施 業者が実施 業者が実施 業者が実施導入・運用など 

既存環境の変更費用 250,000～ 250,000～ 50,000～ － －

新規サーバ購入費用 － － 1,000,000～ － 1,000,000～

ソフトウェア導入費用 0 200,000～ 200,000～ 200,000～ 200,000～

ソフトウェア設定費用 0 200,000～ 200,000～ 250,000～ 250,000～

カスタマイズ － － － －費用 － 

初期

費用

00～ 1,450,00

 

 

合計 250,000～ 650,0 0～ 450,000～ 1,450,000～

設置場所利用費用 － － － 480,000～ 720,000～

地図費用 000～（レンタル） － － 200, － 200,000～

ハードウェア 150, 000～保守費用 000～ 150,000～ 150, 150,000～ 150,000～

ソフトウ 0 600,000～ 600,0 000～ 0ェア保守費用 00～ 600,

システム保守費用 0 360,000～ 360,000～ 360,000～ 360,000～

作業代行費用 0 360,000～ 360,000～ 360,000～ 360,000～

運用 

費用 

（年間） 

0合計 150,000～ 1,470,000～ 1,670,0 0～ 1,950,000～ 1,790,000～
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【実践編 電子アンケートシステム】  

1-5 ソフトウエアの入手方法 

公的個人認証対応電子アンケートシステムのソフトウエアは、どうすれば入手できますか？ 

キーワード 
・LASDEC プログラムライブラリ 
関連項目 
【導入検討編】 ７ 電子アンケートの費用 

【実践編 地域 SNS】 1-4 ソフトウエアの入手方法 

 

・公的個人認証対応電子アンケートシステムのソフトウエア（プログラムファイル）の入手は、地方

（

か

・プ ラウザを立ち上

げ、所定の URL にアクセスし、当ライブラリ専用の ID/パスワードを取得することにより可能です。

リにアクセスし、利用規約に同意することにより、取得でき

ます。 

S ルウエアのバージョン 各団 する 等 ユ

ー会に参加し 変に要した経費

で れます

・詳細は、下記までご相談ください。 

財団 報センター 研究開発部 

TEL：03(5214)8  Email：rdd@ jp 

公共団体に限られます。入手を希望する地方公共団体は、財団法人地方自治情報センター

LASDEC）の地方公共団体業務用プログラムライブラリ（以下、「プログラムライブラリ」という。）

らダウンロード（入手）できます。 

ログラムライブラリから入手するには、LGWAN に接続可能な端末のウェブブ

ID/パスワードは、プログラムライブラ

・O やミド アップなど 体に共通 保守・改変 に関しては、 ーザ

、保守・改 を参加した団体で按分することによって、少ない費用負

担 実施することも考えら 。 

 

法人 地方自治情

002  lasdec.or.

 

 
総務省

平成17年度成

 

 

 

 

 

 

 

 

登録ソフト保守ベンダ
（松下電器）

公的個人認証サービス対応
電子アンケートシステムの原本

プログラムライブラリ

ＬＡＳＤＥ

・共通的保守費用
・原本反映への協議

Ｃ

実施団体B

ユーザ会

果物初回登録

改変担当ベンダ

総務省

平成17年度成果物初回登録

地方公共団体 A

LASDEC

共通的保 変及び する
有のコ

守、改
情報共

活用事例に関
ミュニティ

更新

ダウンロード
入会

（任意）

更新申請

登録ソフト管理主体

更新依頼

情報交換・共有用
ウェブサイト

地方公共団体 B
ダウンロード

実施団体C

実施団体D

登録ソフト保守ベンダ
（松下電器）

公的個人認証サービス対応
電子アンケートシステムの原本

プログラムライブラリ

ＬＡＳＤＥ

・共通的保守費用
・原本反映への協議

Ｃ

実施団体B

ユーザ会

改変担当ベンダ

共通的保 変及び する
有のコ

守、改
情報共

活用事例に関
ミュニティ

地方公共団体 A
ダウンロード

LASDEC

更新

入会
（任意）

更新申請

地方公共団体 B
ダウンロード

情報交換・共有用
ウェブサイト実施団体C

実施団体D

登録ソフト管理主体

更新依頼
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【実践編 電子アンケートシステム】  

1-6 個人情報保護に関する手続き 

個人情報に関して必要な手続きは何ですか？ 

キーワード 
・個人情報保護審議会 
関連項目 
【実践編 電子アンケート】 3-4 個人情報保護に関する留意点 

 

・電子アンケートでは、個人情報を取り扱うことから、各自治体の個人情報保護条例などに基づ

・

 

の

市においても実験事業を行うこととし、そのために本市のコンピュ

ータ（システムサーバ）とインターネット経由で実験事業のモニター、実験事業の関係団体等のコンピ

ュータとを結合することについて、審議会の意見を求めるものである。 

３ 事業の目的 

き、必要な手続きを行う必要があります。 

実証実験では、長岡市、千代田区ともに、個人情報保護審議会で事業の概要を説明し、承認を

得ました。 

個人情報保護審議会資料（長岡市） 

 

ＩＣＴ住民参画実証実験事業「アンケートシステム」のインターネット接続について 

 

１ 諮問の趣旨 

  総務省では、情報技術を活用した地域活性化を推進するためにＩＣＴ住民参画実証実験（ＩＣＴとは、

Information and Communication Technology の略で、情報通信技術を活用したコミュニケーション

意）を行っているところであるが、本

 

２ 事業の名称 

ＩＣＴ住民参画実証実験事業 

 

  インターネットの普及により、ホームページ、電子会議室等を活用することが一般的となりつつあり、

これまで時間的制約等の理由により行政情報の入手、自己の意見表明の機会が少なかった層も含

めた住民参画の促進が期待されている。 

  その一方で、デジタルディバイド（情報通信技術の理解度合による格差）やホームページ等の運営管

理のノウハウの不足等による問題点も指摘されている。 

  このため、総務省は、住民がインターネットを利用して地域社会に積極的に参画する環境を整えるこ

とを目的として、「ＩＣＴを活用した地域社会への住民参画のあり方に関する研究会」の提言を受け、長

岡市と東京都千代田区をモデル地区に選定して住民参画に必要なモデル・システムを構築することと

した。 

 

４ 事業の概要 

  モデル・システムの構築にあたっては、ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス。ネットワーク

上で人間関係を広げ、交流することを目的とした場所を提供するサービス）の考えを取り入れ、システ

ム上で地域コミュニティを運営して参加住民の意見集約の過程などを検証する。 

  ＳＮＳは、Ｗｅｂ上で参加メンバーが自分の名前やプロフィールなどをどこまで公開するかを段階的に

設定する機能や、知り合い同士が互いにリンクを張り合う仕組みを備えており、トラブルが起きにくい

コミュニティを構築しやすいのが特徴である。 

  また、従来、自治体がアンケートを実施する際にはモニター住民の自宅に調査票を郵送し、返送して
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【実践編 電子アンケートシステム】  

もらうため手間がかかっていたが、これをインターネットで行うための実証実験も併せて行う。今回の

基ネット）の情報によりインターネット上で個人

利用する。 

実証実験では、住民基本台帳ネットワークシステム（住

を認証するサービス（公的個人認証サービス）を

 

住民・ＮＰＯ・行政住民・ＮＰＯ・行政

町内会
クル

ＰＴＡ
各種団体

●マイページ機能

●公的個人認証サービス対応

サー

個人

●コミュニティ(会議室)機能

パソコン

 

携帯電話
電子アンケート電子アンケート

地域ＳＮＳ地域ＳＮＳ

グルメ情報、観光情報、お

など

ICT住民参画システム

買い物情報、子育て情報

ICT住民参画システムインターネット住民・ＮＰＯ・行政住民・ＮＰＯ・行政 インターネット

町内会
クル

ＰＴＡ
各種団体

●マイページ機能

●公的個人認証サービス対応

サー

個人

●コミュニティ(会議室)機能

パソコン

 

携帯電話
電子アンケート電子アンケート

地域ＳＮＳ地域ＳＮＳ

グルメ情報、観光情報、お

など

ICT住民参画システム

買い物情報、子育て情報

ICT住民参画システムインターネットインターネット

 

 

 また、インターネットを利用したアンケートでも正確な本人確認が可能となるため、アンケート実施・回

効率が上がり、また、ＳＮＳと連携することで地域の課題を把握するといった相乗効果

が

情報の取扱いについて 

 

に適切な対策を講ずる。 

るものとする。 

 

住所 

  ③ 性別 

日 

 

 

 

５ 期待される効果 

 住民への情報提供、住民の意見表明の場面におけるＩＣＴの活用方策、建設的な民意形成に向けた

ルールづくり等について議論を深めるとともに、ＩＣＴの活用により行政情報の入手を容易にし、住民の

意思を施策により的確に反映させることにより、地方行政への広範な住民参画を促進することが見込

まれる。これはバリアフリーの考え方にも合致するものである。 

 

収作業の業務

期待できる。 

 

６ モニター個人

 (1) 個人情報の取扱いに関する基本姿勢 

   モニターから預かった個人情報は、長岡市個人情報保護条例に基づいて、長岡市が厳重に管理

し、漏えい、不正流用、改ざん等の防止

    なお、モニターになっていただく際に、業務に必要となる範囲において個人情報を目的外に利用

し、又は外部に提供することについて本人の同意を得

 

(2) 取得する情報の範囲 

  ① 氏名 

  ② 

  ④ 生年月

  ⑤ 郵便番号 

  ⑥ 電話番号 

  ⑦ メールアドレス（携帯電話を含む。） 

  ⑧ パスワード（システムに登録する際に必要となる。） 

  ⑨ 電子証明書シリアル番号の転写情報 
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【実践編 電子アンケートシステム】  

 

 

アンケートを実施するために、次のとお

(4) 

本実験の実施のために取得する情報は、以下に記載する関係者の範囲で提供する。なお、

ない。 

 

 保管期間 

の終了後、今回取得したモニターの個人情報を長岡市が合理的な範囲で速やかに破

 

 

 

 

 

利 用 目 的 取 得 す る 情 報 

(3) 取得する情報の利用目的 

長岡市が公的個人認証サービスを利用した実証実験

り利用する。 

  

取得する情報の提供範囲 

当該範囲以外の第三者には提供し

 長岡市 

ＮＰＯ法人 ながおか生活情報交流ねっと 

松下電器産業株式会社パナソニックシステムソリューションズ社

ＮＴＴデータコミュニティプロデュース 

 

(5) 個人情報の

本実験

棄する。 

 

 

ＩＣカードリーダ・ライターの配布 氏名、住所、郵便番号 

実証実験に関する連絡 氏名、メールアドレス 

何らかの事由により、メールで連絡

ができない場合の電話連絡 

氏名、電話番号 

本実験におけるシステム登録 氏名、住所、性別、生年月日、メールアドレス、携帯電話メ

ールアドレス、パスワード、電子証明書シリアル番号の転

写情報
実証実験アンケートの回答依頼 メールアドレス、携帯電話メールアドレス 

本実験協力団体であるＮＰＯ法人

ながおか生活情報交流ねっとから

のアンケートの回答依頼及び地域

ＳＮＳ実証参加への招待 

氏名、メールアドレス 

モニター区分を指定したアンケート

の回答依頼 

（居住地域、性別、世代） 

住所、性別、生年月日 

本実験に対するアンケート又はヒ メールアドレス 

アリング調査依頼 
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【実践編 電子アンケートシステム】  

 

 

【システムイメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個人情報は公開ＷＥＢサーバには保存せず、ファイアーウォールにより外部から侵入することができ

 

 

 

 

 

 

ないアンケートシステムのサーバに保存する。アンケートシステムのサーバから直接に外部のコンピュ

・モニター登録 
・アンケート回答 

アンケートシス
テム 

公開 WEB 
サーバ 

モニター

長岡市東情報センター

市役所（本庁） 

e-ネットシティながおか

VPN（仮想専用線）

SSL（通信の暗号化）

・モニ
・アン

インターネット

ファイア 
ウォール 

遮断

ター登録
ケート作成 

・アンケート分析 

インターネットからア

公開ゾーン
（DMZ） 

NPO 

ンケートシステムには
直接アクセスできない 

・モニター登録 
（情報政策課） 

・アンケート作成
・アンケート分析
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【実践編 電子アンケートシステム】  

ータと結合することはしない。 
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【実践編 電子アンケートシステム】  

２

2-1 システムの管理、運用体制 

どのようにしてシステムの管理、運用を行えばいいですか？ 

キーワード 
・システムの維持、管理（職員が行う場合、外部に委託する場合） 

・システムの運用（トラブル対応など） 

・システムのバージョンアップ対応 

 必要な体制 

関連項目 
【導入検討編】 １１ 運営体制 

【実践編 電子アンケート】 2-2 電子アンケートシステム活用のための体制 

【実践編 地域 SNS】 2-1 運営体制 

 

・システムは、災害やセキュリティに対応したサーバールームやデータセンターなどの安全な場

所に設置し、専門の知識を持った担当者が維持、管理業務を担います。電算部門などの職員

が自ら行う場合と、外部に委託する場合などがあります。 

・実証実験では、千代田区、長岡市ともに、長岡市内のデータセンターにサーバーを設置し、セ

キュリティ管理、サーバールーム管理、ネットワーク管理、サーバー管理を委託しました。 

 

・システムの運用面では、システム管理者は行政職員などからの電子アンケートの利用申込に

対し、システムの利用許可を出します。 

・アンケート調査票の設計やモニター募集、回答依頼、回答者からの問合せ応対、集計などは、

アンケートを実施する人（アンケート主催者）が行います。システム管理者はアンケート主催者

からのシステムの操作方法等に対する問合せや相談への応対を行います。 

 

システムの管理、運用に必要な役割、体制 

区分 必要な役割 概要 

セキュリティ管理 ・サーバールームへの入退室管理などを含む。 

サーバールーム管理 ・サーバールームの空調、停電時対応などを含む。 

ネットワーク管理 ・電子アンケートシステムをインターネットに接続するネットワ

ーク環境の管理。 

サーバー管理 ・電子アンケートシステムのサーバー管理。機器の更新、増強

やデータバックアップなどを含む。 

共通 

ソフトウエアの管理 ・バグやトラブルへの対応、OS やミドルウエアなどのバージョ

ンアップ、機能の追加、修正など。 

アンケート主催者の許可 ・電子アンケートシステムを利用してアンケートを実施するに

は、システム管理者の許可が必要。システム管理者は、主

催者向けの ID、パスワード等を発行する。 

電 子 ア

ンケート 

問合せ対応 ・アンケート主催者からの操作方法等に関する問合せへの対

応（原則、メール）。アンケート回答者からの問合せ対応は、

アンケート主催者が行う。 
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【実践編 電子アンケートシステム】  

2-2 電子アンケートシステム活用のための体制 

いいですか？ 

集、情報管理 

どのような体制で活用すれば

キーワード 
・モニター募

・アンケートの実施 

・公的個人認証サービスの活用 
関連項目 
【導入検討編】 １１ 運営体制 

システムの管理、運用体制 【実践編 電子アンケート】 2-1 

 

・電子アンケートシステムは、原則として地方自治体の活用を前提とします。従って、電子アンケ

トシステムの管理主体及び電子アンケートの実施主体は、原則、自治体となります（業務委託

テ

ス れた団体のみが電子証明書の有効

 

子アンケートシステムに関わる主な役割と実証実験での対応 

ー

などは可能）。ただし、地方自治体が認めた場合は、外郭団体や NPO などが電子アンケートシス

ムを使って、電子アンケートを行うことも可能です。ただしこの場合でも、公的個人認証サービ

については、自治体など公的個人認証法第17条で定めら

性確認を行うことが可能です。 

電

主な役割 概要 実証実験での対応 

モ

主体 

報を取得します。

利用目的、提供範囲などを明記の上、本

【特定モニター（公的個人認証サービ

ス利用）】 千代田区、長岡市 

ニ タ ー 募 集 ・モニターを募集し、個人情

人の同意のもとに集めます。NPO などの協

力を得る場合もあります。 

【一般モニター】まちみらい千代田、な

がおか生活情報交流ネット 

個人情報

主体 

す。 

管理 ・取得した個人情報を管理します。必要な手

続きの上、外部に委託する場合もありま

各モニター募集主体 

システム管理 ・電子アンケートシステムの管

主体 

理を行いま

す。外部に委 する場合もあります。 

松下電器 

託

アンケート実施 ・電 企画、帳票設計、回

促、集計

もあ

理主体（

認すれば、外郭団体や

ト実施主体に

【公的個人認証サービス利用アンケ

市 

田区、長

生活情報交流ネット、その他 

主体 

子アンケート調査の

答依頼、督 などを行います。外部 ート】 千代田区、長岡

に委託する場合 ります。 【その他のアンケート】 千代

・システム管 主として自治体）が承

NPO などの団体が

岡市、まちみらい千代田、ながおか

アンケー なることもできます。

公的個人認証

サービス実

主体 

・都道府県の認証局に電

答者に回

を認めます。自治体な

。

岡市 

施 を確認し、回

子証明書の有効性 千代田区、長

答画面へのログイン

ど法律で定められた

団体のみ可能です  
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【実践編 電子アンケートシステム】  

３ 電子アンケートシステムの活用 

3-1 電子アンケートシステムの活用方法 

電子アンケートシステムにはどんな活用方法がありますか？ 

のアンケートの代替 

キーワード 
・住民モニター 

・昼間住民へのアンケート 

・従来の紙

・オープンアンケート 

・繰り返しアンケート 
関連項目 
【導入検討編】 ６ 電子アンケートとは 

【実践編 電子アンケート】 3-2 公的個人認証対応電子アンケートシステムのメリット 

【実践編 電子アンケート】 3-2 電子アンケートシステム活用の際の留意点 

【実践編 地域 SNS】 5-7 コミュニティでの電子アンケートシステムの活用方法 

 

・電子アンケートの実施方法としては、あらかじめモニターを募集、登録し、電子アンケート実施

時に電子メール等で回答を依頼する方法（モニターアンケート）と、事前のモニター登録は行わ

プンアンケート）があります。 

・い 合でも、回答に当って公 人認証サービスを活用する や二

す

・また、地域 SNS

に回答依頼文と回 ることにより、地域 加者

 

ず、ホームページや広報紙などで広く回答を呼びかける方法（オー

ずれの場 的個 ことにより、成りすまし

重回答を防止 ることができます。 

と連動した電子アンケートも可能です。地域

答画面の URL を記載す

SNS のお知らせや、コミュニティ内

SNS 参加者やコミュニティ参

から、アンケートに回答していただくことができます。 
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【実践編 電子アンケートシステム】  

電子アンケートシステムの活用方法の例 

例 概要 特徴 

住 民 モ ニ タ ー ・住民等からモニターを募集し、行政 ・紙の

（市政モ 施策等に関する意見を聞く。 

・本人確認や二重回答防止のため、

公的個人認証サービスを用いるこ

。 

アンケートの場合、回数やモニター

数に限界があったが、電子アンケートの

場合、回数、モニター数を増やしてもコス

トがそれほどあがらない。また、準備から

集計までの手間が少なく、期間も短く出

来る。 

ニター

など） 

とが有効

昼 間 住 民 へ の ・通勤、通学な

アンケート る

どで当該地域を訪れ

人（昼間住民）を対象にアンケー

う。 

・従来、意向把握は夜間住民を対象に行う

ことが多かったが、電子アンケートの場

合、昼間住民からの意見把握も行いやす

い。例えば、路上禁煙禁止条例のよう

に、昼間住民からの意見を把握すること

が有効な場合も多い。 

ト調査を行

従来の紙アンケ ・従来、紙と郵送で行っていたアンケ ・紙で行う場合に比べて、コスト、手間が大

スピードが向上する。 

から回答できない人からの回答

手段（公共端末利用など）に配慮する必

ートの代替 ート調査を電子アンケートで行う。 幅に減少し、かつ

・パソコン

要がある。 

オープンアンケ ・誰でも自由に回答できるアンケート ・ホームページやメルマガ、広報紙などで

ート 方式。観光アンケートなど、域外の

人からの回答も求めやすい。 

広く PR する必要がある。 

繰り返しアンケ

ート 

・回答結果を踏まえ、設問を絞り込

み再度アンケートを行うなど、より

・紙のアンケートの場合、コストや手間、期

間の関係で繰り返しアンケートを行うこと

掘り下げた意見把握が可能。 

・モニター方式、オープン方式、地域

SNS との連動など

は難しく、枝設問による対応が一般的で

あった。電子アンケートでは、これらの問

様々な方法があ 題が解消され、何度も繰り返しアンケート

る。 することができる。 
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【実践編 電子アンケートシステム】  

電子アンケートの実施方法（例） 

 

特 利

 

定モニターアンケート（公的個人認証サービスを 用） 

アンケート回答
画面

アンケート回答
画面

アンケート集計アンケート集計

アア

自治体

ンケート設計ンケート設計

自治体 電子アンケート
システム

電子アンケート
システム

アンケート
実施者

アンケート
実施者

アンケート期間終了
結果の表結果の表

グラフ等作成グラフ等作成
（ＪＰ（ＪＰEGEG等の画像化）等の画像化）

自治体ホームページ
トップ画面お知らせ

自治体ホームページ
トップ画面お知らせ

アンケートアンケート
結果告知結果告知

アアンケート作成ンケート作成

アンアンケート作成完了ケート作成完了

アンケート帳票
作成画面

アンケート帳票
作成画面

自治体が
抱える課題

ート）

（例えば厳格な本人
認証が必要な
アンケ

モニターモニター

事前に公的個人認証事前に公的個人認証
モモ
　　　　　実施決定

ニターアンケートニターアンケート
　実施決定

サービスを取得サービスを取得
（一人で何度も回答する（一人で何度も回答する
ことを防止）ことを防止）

メール トメール ト
の依の依

によりアンケーによりアンケー
頼、趣旨説明頼、趣旨説明

公的個人認証
サービスによる認証

アンケート回答

自治体ホームページ
結果画面

自治体ホームページ
結果画面

画像化した
ファイルをリンク

結果画面閲覧
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【実践編 電子アンケートシステム】  

 4-17

一般モニターアンケート 

 

アンケート回答
画面

アンケート回答
画面

アンケート集計アンケート集計

アンケート設計アンケート設計

各団体各団体 電子アンケート
システム

電子アンケート
システム

アンケート
実施者

アンケート
実施者

アンケート期間終了
結果の表結果の表

グラフ等作成グラフ等作成
（ＪＰ（ＪＰEGEG等の画像化）等の画像化）

各団体ホームページ
トップ画面お知らせ

各団体ホームページ
トップ画面お知らせ

アンケートアンケート
結果告知結果告知

アンケート作成アンケート作成

アンケート作成完了アンケート作成完了

アンケート帳票
作成画面

アンケート帳票
作成画面

各団体が
調査したい課題

（例えば対象指定
アンケートなど）

モニターモニター

モニターアンケートモニターアンケート
　　　実施決定　　　実施決定

メールによりアンケートメールによりアンケート
の依頼、趣旨説明の依頼、趣旨説明

アンケート回答

各団体ホームページ
結果画面

各団体ホームページ
結果画面

画像化した
ファイルをリンク

結果画面閲覧

ID/PWID/PWをを事前に取得事前に取得

ID/PWID/PWによりにより

ログインログイン



【実践編 電子アンケートシステム】  

オープンアンケート 

証サービスを利用して、二重回答の防止などを行うこともできる。

 

※ 回答の際に、公的個人認

アンケート回答
画面

アンケート回答
画面

アンケート集計アンケート集計

アンケート設計アンケート設計

各団体各団体 電子アンケート
システム

電子アンケート
システム

アンケート
実施者

アンケート
実施者

アンケート期間終了
結果の表結果の表

グラフ等作成グラフ等作成
（ＪＰ（ＪＰEGEG等の画像化）等の画像化）

各団体ホームページ
トップ画面お知らせ

各団体ホームページ
トップ画面お知らせ

アンケートアンケート
結果告知結果告知

アンケート作成アンケート作成

アンケート作成完了アンケート作成完了

アンケート帳票
作成画面

アンケート帳票
作成画面

各団体が
調査したい課題

（例えば、広く調査したい
アンケートなど）

一般住民一般住民

オープンアンケートオープンアンケート
　　　実施決定　　　実施決定

アンケート回答

各団体ホームページ
結果画面

各団体ホームページ
結果画面

画像化した
ファイルをリンク

結果画面閲覧

各団体ホームページ
アンケート趣旨
説明画面

各団体ホームページ
アンケート趣旨
説明画面

各団体ホームページ
トップ画面お知らせ

各団体ホームページ
トップ画面お知らせ

アンケート告知アンケート告知
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【実践編 電子アンケートシステム】  

 地域 SNS 連動繰り返しアンケート 

各団体ホームページ
アンケート趣旨
説明画面

各団体ホームページ
アンケート趣旨
説明画面

各団体ホームページ
トップ画面お知らせ

各団体ホームページ
トップ画面お知らせ

地域SNSホームページ

アンケート趣旨
説明画面

地域SNSホームページ

アンケート趣旨
説明画面

地域SNSトップ
画面お知らせ

地域SNSトップ
画面お知らせ

アンケート回答
画面

アンケート回答
画面

アンケート集計アンケート集計

地域SNSコミュニティ画面

（議論が発散中）

地域SNSコミュニティ画面

（議論が発散中）

アンケート設計アンケート設計

アンケート告知アンケート告知

地域SNSコミュニティ画面

（議論が沸騰中）

地域SNSコミュニティ画面

（議論が沸騰中）

各団体各団体 地域SNS地域SNS 電子アンケート
システム

電子アンケート
システム

アンケート
実施者

アンケート
実施者

論点を整理する

アンケート期間終了

結果の表結果の表
グラフ等作成グラフ等作成

（ＪＰ（ＪＰEGEG等の画像化）等の画像化）

各団体ホームページ
お知らせ画面

各団体ホームページ
お知らせ画面 地域SNS

お知らせ画面

地域SNS
お知らせ画面

アンケートアンケート
結果告知結果告知

アンケートアンケート
結果告知結果告知

地域SNSコミュニティ

画面結果表示

地域SNSコミュニティ

画面結果表示

結果について結果について
意見が書き込ま意見が書き込ま

れるれる

  

最初に戻る

単にホームページ
を閲覧した人が

地域SNS画面を見る。
（地域SNSへの誘導）

単にホームページ
を閲覧した人が

地域SNS画面を見る。
（地域SNSへの誘導）

アンケート告知アンケート告知

アンケート作成アンケート作成

アンケート作成完了アンケート作成完了

アンケート帳票
作成画面

アンケート帳票
作成画面

論点を確認をする
ため過去の議論を

閲覧

画像化した
ファイルをリンク

地域SNSコミュニティ画面

コミュニティ参加者
は直接アンケート
システムへ移動

地域SNSコミュニティ画面

アンケート実施アンケート実施
説明説明
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【実践編 電子アンケートシステム】  

3-2 公的個人認証対応電子アンケートシステムのメリット 

電子アンケートシステムで公的個人認証サービスを活用するメリットは何ですか？ 

キーワード 
・ひとり一回の回答（二重回答の防止） 

・責任ある回答 

・属性情報の自動入力及び正確性 

・プライバシー保護（二重封筒方式） 
関連項目 
【導入検討編】 ６ 電子アンケートとは 

 

・公的個人認証サービスを用いて電子アンケートを行うと、厳格な本人確認が可能となることか

ら、ひとり一回の回答（二重回答の防止）が可能になります。インターネットでアンケートを行う

場合、オープンアンケートでは、ひとりで何度も回答することが可能であったり、また登録制の

場合でも、ひとりで複数の ID（登録番号）を取得して、複数回答できてしまう場合がありますが、

公的個人認証サービスを用いれば、確実にひとり一票とすることが可能になります。 

・また、公的な電子証明書で本人確認した後に回答することから、責任ある回答内容が期待でき

ます。通常のインターネットアンケートの場合、いたずらや虚偽の回答を防ぐことが難しい場合

があります。 

・電子証明書の個人情報のうち、必要な部分（例えば生年月までとか、居住都道府県名までな

ど）を、本人の同意のもとに転写して、属性情報として自動入力、回答することが可能です。こ

れにより、属性回答の手間を省略するとともに、正確な属性情報の取得とそれによる分析が可

能になります。 

・これらの個人情報と、回答内容は、「二重封筒方式」という回答方式により、完全に分離して取

り扱われます。二重封筒方式とは、個人情報は「封筒」に、回答内容は「封筒の中身」に記載さ

れており、「封筒」を開封した後は、どの回答内容がどの封筒のものか、わからなくする方法で

す。これにより、回答内容と個人情報を結びつけることができなくなり、十分なプライバシーの保

護が図られます。 

・千代田区と長岡市の実証実験においては、自由記述回答を求める設問では、公的個人認証サ

ービスを利用したアンケートの方が一般の電子アンケートよりも、多く回答されるという結果が

得られました。公的個人認証サービスを利用したアンケートでは具体的な意見が得られやすい

ことが窺えます。 

 

・公的個人認証サービスを利用するには、回答者がお住まいの市区町村の窓口で、住民基本台

帳カードの交付と電子証明書の発行を受ける必要があります。既に持ってている方は、改めて

得する必要はありません。 

・住基台帳カードに対応した IC カードリーダライターを、使用するパソコンに接続します。次に電

子証明書発行の際、CD-ROM で配布される「利用者クライアントソフト」をパソコンにインストー

取
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【実践編 電子アンケートシステム】  

ルします。これで準備は完了です。 

・アンケートの回答については、回答ページ（ホームページやメールで URL を案内）にアクセスし、

面の指示に従って、操作、回答するだけです。 

応電子アンケートシステムのメリット 

以降は画

 

公的個人認証対

項目 従来のウェブアンケート 公的個人認証サービス利用 

ひとり一回の回答 複数の ID を取得することなどに

より二重回答が可能。同じような

回答をコピーして何度も回答す

まう。 

厳格に本人確認を行うことにより、確実にひ

とり一回の回答とすることができる。 

ることもできてし

責任ある回答 いたずらや虚偽の回答が含まれ

ることもあります。 

電子証明書で本人確認することから、責任の

ある回答が期待できます。 

属性情報の自動

力及び正確性 

アンケートを回答する際、必要な

属性情報を入力する必要があり

ます。また、属性情報は自己申

告であることから、虚偽、いたず

らを防ぐことができません。 

属性情報（生年月、性別、居住地など）につ

いては、電子証明書の属性情報の一部（必

要な部分のみ）を、本人の同意のもとに転記

して回答することにより、入力の手間が省け

るとともに、確かな属性情報が得られます。 

入

プ

（二重封筒方式） 

使う場合で

も、「二重封筒方式」により、回答者と回答内

ます。 

ライバシー保護 ― 電子証明書の個人（属性）情報を

容は切り離して保管、分析されますので、誰

が回答したかはわからない仕組みになってい
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【実践編 電子アンケートシステム】  

公 アンケートへの回答方法 

１

※特定モニター：公的個人認証サービスを用いるアンケートの回答者 

①説明及び確認 

的個人認証サービスを用いた電子

 

）モニター登録 
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【実践編 電子アンケートシステム】  

②属性情報の転写・確認 
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 4-24

  



【実践編 電子アンケートシステム】  【実践編 電子アンケートシステム】  

 4-25

 ③登録完了 
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【実践編 電子アンケートシステム】  

２

 ①公的個人認証サービスによる本人確認 

）回答 
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【実践編 電子アンケートシステム】  

②設問への回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

③属性情報の回答 

  ※属性情報回答 の属性情報を転写し

  

時には、モニター登録時と同じ手順で、電子証明書

て入力することも可能です。 

回答完了 
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【実践編 電子アンケートシステム】  

3- テム活用の際の留意点 

アンケートシステムを活用する際の留意点は何ですか？ 

キーワード

・モニター募集 

3 電子アンケートシス

電子

 

・電子アンケートの計画、実施 

・電子アンケートへの回答 

・電子アンケート回答結果の集計、公開 
関連項目

【導入検討編】 

【実践編 

【実践編 

【実践編 

 
６ 電子アンケートとは 

電子アンケート】 3-1 電子アンケートシステムの活用方法 

電子アンケート】 3-2 公的個人認証対応電子アンケートシステムのメリット 

電子アンケート】 3-4 個人情報保護に関する留意点 

 

調査を、インター

ネットを利 手順で実

施します。 

・地域 のように参加者に対して利用規約を提示するのではなく、モニター募集やアンケート

実施の際、その都度、募集資料やアンケート調査票の中に説明などを記載します。 

・モ

基本情 登録の手間を軽減することができます。回答の際

に公的個人

公的個人認 て、説明する必

・個人情報 どに則り、

利用の な管理を行

 

・電子アンケートシステムは、従来、紙・郵送などで行っていた従来のアンケート

用して行うものです。基本的には、従来のアンケート調査と同様の考え方や

SNS

ニター募集の際に公的個人認証サービスを利用して、本人確認（二重登録の防止など）や、

報の転写（本人同意に基づく）による

認証サービスを利用すれば、二重回答や送信途上の改ざん防止などが可能です。

証サービスを利用する場合は、必要な準備や利用手順などについ

要があります。 

の取り扱いに関しては、利用する各団体が定めるプライバシーポリシーな

目的、利用範囲などを示して本人の同意を得た上で収集するとともに、厳格

う必要があります。 
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【実践編 電子アンケートシステム】  

電子アンケートシステムで配慮が必要な事項 

項目 内容 

モ

集（モニター

ア

場

・モニターアンケートを行う場合、収集したモニターの個人情報に関する取り扱いルールが必

要です。基本的には、各団体のルール（自治体の場合は個人情報保護条例、企業の場合は

人情報保護方針など）に基づいて、取り扱う必要があります。 

てモニター登録を受け付ける場合は、メールに個人情報等を記載するの

などの暗号化技術を用いた安全な申し込み用のページを用意し、ここから申

ことが望ましいです。 

的個人認証サービスを用いれば、二重登録、二重回答の防止

や送信途上の改ざん防止などが可能です。 

ニ タ ー 募

ンケートの 個

合） ・インターネットを使っ

ではなく、SSL

し込んでもらう

・モニター登録や回答の際に公

オ ー プ ン ア

ン

場

・オープンアンケートの場合でも、回答内容に個人情報（個人を特定できる情報）が含まれる

ケート同様、個人情報に関する各団体のルールに従って取り扱う必要

・回答内容に個人情報が含まれない場合でも、個別回答票の取り扱いには十分配慮が必要

ば、二重回答や送信途上の改ざん防止などが

可能です。 

ケ ー ト の 場合は、モニターアン

合 があります。 

です。 

・回答の際に公的個人認証サービスを用いれ

結果の公開 ・アンケート結果を公開する場合、原則、統計的に処理し、個人や個別データを特定できない

よう、配慮が必要です。 

公的

証サ

を 利 用 す る

場

、

回答者が電子証明書の取得やカードリーダライターの準備などを行う必要があります。手

順、方法などについて、回答者に説明する必要があります。 

個人認

ービス

・公的個人認証サービスを用いる場合（厳格な本人確認や二重回答の防止を行う場合）は

合 
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【実践編 電子アンケートシステム】  

ＩＣＴ住民参画実証実験 特定モニター募集要項 （長岡市の例） 

 

サ

カ

【参考】長岡市ホ

  ・住民基本台帳

  ・公的個人認

※市外の方は

等

に公的個人 録をしている方は、改めて登録の必要はありません。  

 また、「ＮＰＯ法

的個人認証を利用しない電子アンケートモニター）」を募集します。申込みページ（リンク） 

 地域ＳＮＳやア

 

・平成１７年１２月 ５日（２か月間） 

募集条件 

下記の環境でインターネットを利

Ｓ：

・対応ブラウザ：InternetExplorer 6  

・ＵＳＢが使用できるパソコンであること。  

・公的個人認証利用者クライアントソフトのインストールが可能であること。  

 

・実験期間中、積極的に参加いただける方 

 

※フリーメールのアドレスでは、参加できません。 

※できればブロードバンドで常時接続できること（ADSL、CATV、光ファイバーなど）が 望ましいです。  

 

●特定モニター募集期間 

・平成１７年１１月２２日から受付開始（先着１００名） 

 

●応募の前に必ずお読みください 

・モニターに参加を希望される方は、「特定モニター参加規約」、「個人情報の取り扱い」を必ずお 読みいただき、同意

されたうえで「参加申込書（兼）モニター参加規約同意書」にご署名していただく必要があり ます。 

 

・特定モニター参加規約を見る（リンク）（PDF ファイル：28KB）  

・個人情報の取り扱いについて（リンク）（PDF ファイル：21KB）  

※電子メールで申込みされる場合は、同意書の提出は必要ありません。  

 

●注意事項 

・参加申込の際、「個人情報の取り扱いについて」について同意のうえで「個人情報お預かり同意書」に署名し てい

ただき、メールアドレス・氏名・住所・郵便番号・電話番号をお預かりします。  

・お預かりした個人情報については、「個人情報の取扱い」に記載された目的以外の利用や第三者への開示はし ま

せん。また、お預かりした情報は、実験終了後に速やかに破棄します。  

・モニターに選定されると、「選定された旨の通知」を電子メール等によりお知らせいたします。その際、実証 実験の

事前準備として住民基本台帳カードおよび電子証明書の取得に関するご案内をお送りいたします。その後「リーダ・

ラ イタ」と「粗品」等を郵送いたしますので、受領書に署名いただいたうえ同封の返信用封筒をご返信ください。  

・リーダ・ライタが郵送された後に、モニター様のご都合で参加を辞退された場合は、リーダ・ライタと粗品 は辞退され

たモニター様のご負担によりご返却いただくこととなりますので、ご注意をお願いします。 

 

地域ＳＮＳと連

募集します。 

 公的個人認証

帳カ ード（住基

 

携して、長岡市からの電子アンケートに公的個人認証サービスを利用する「特定モニター(100 名)」 を

ービスは、長岡市民の方は市役所本庁の市民課か各支所の窓口に出向いていただき、住民基本台

ード）を取得したうえで登録できます。 

ームページ「暮らしのガイド」 

カードの取得方法（リンク） 

証サービスの登録方法（リンク） 

、お住まいの市役所（役場）にお問合せください。 

 

 住基カード取得

イタはこちらで用意し、1,000

※既

の費用（1,000 円）は、各自でご負担していただきますが、別途、パソコンに接続するカードリー ダ・ラ

円程度（費用相当額）の粗品と合わせて謝礼として差し上げます。 

認証サービス登

人ながおか生活情報交流ねっと（そいが）」では、 「地域ＳＮＳ実証実験モニター」と「一般モニター（公

ンケートの使い方は簡単です。また、相談窓口を設置しますので、気軽に応募してください。 

●事業実施期間 

１６日から平成１８年２月１

 

●特定モニター

・自宅などに、

・対応Ｏ

用できるパソコンを所有している方。  

Microsoft Windows2000 SP2 以上、 Microsoft WindowsXP SP1  
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ＩＣＴ住民参画実証実験 特定モニター参加規約 （長岡市の例） 

験（以下「実証実験」という。）において、参加を希望する長岡市

民及び市民以外の中から実施主体者が選定した実験参加者（以下「特定モニター」という。）に、特定モニター業務

次のとおり制定します。 

実 ＩＣＴの活用方策や建設的な住民意思の形成に向

けたルールづくり等について研究会を設置して議論を深めるとともに、電子アンケートの活用により、住民意識把握の

第

されるこ

とを事前に承諾するものとします。 

第

特定モニターに依頼する業務の内容は、次に定めるとおりとします。ただし、当該内容は、実施主体者の都合により

があります。 

（１ ール等により依頼された実証実

験ア

（２）公 ンケートへの回答 

（３）実証実験についてのアンケート及びヒアリング調査への協力 

 

第４条（業務の事前準備等） 

１ 備について協力するものとします。 

）業務を実施いただくために必要な、住民基本台帳カード及び電子証明書の事前取得。 

（２ 用するためのＩＣカードリーダ・ライター（以下「機器」という。）を特

トールを実施

ること。 

施主体者から特定モニターに対しご連絡するために、特定モニターの氏名、住所、郵便番

すること。なお、提供された氏名、住所、郵便番号、電話番号

びメールアドレスの取り扱いは第１０条に定めるとおりとします。 

番号、電話番号及びメールアドレスに変更があった場合は、速やかに実施主体者に

（５）

． 特定モニターは、業務実施期間中、自己都合により特定モニター資格をキャンセルした場合、当該モニター自身に

より前項第４号及び第５号に定めるモニターの情報を削除することとします。 

 

第

務の実施期間は、平成１７年１２月１６日から平成１８年２月１５日まで（２箇月間）とします。ただし、実施主体者は

当該期間を変更する場合があり、その場合には特定モニターに事前に通知するものとします。また、前条

 

第

１． 。 

２．

使

３． る

ー ニターが負担することとし

す。 

４．機器の紛失、破損、故障等の状況により特定モニターが業務を継続できない場合は、実施主体者は、特定モニター

 
特定モニターの募集実施主体である長岡市（以下「実施主体者」という。）は、総務省が東京都千代田区地域、新潟

県長岡市地域で実施する総務省ＩＣＴ住民参画実証実

（以下「業務」という。）を依頼するための規約を

 

第１条（実証実験の目的） 

証実験は、住民への情報提供、住民の意見表明の場面における

モデルシステムを開発実証することを目的とします。 

 

２条（特定モニターへの依頼） 

1. 実施主体者は、規約の各条項にしたがって第３条に定める業務を特定モニターに依頼し、特定モニターはこれを行う

ものとします。 

2. 特定モニターは、第６条第４項、第１１条又は第１２条の規定に該当する場合は、特定モニター資格が取り消

 

３条（業務の内容） 

予告なしに変更する場合

）公的個人認証サービスを用いたアンケートシステムの利用実験に参加の上、電子メ

ンケートへの回答 

的個人認証サービスを用いない一般ア

． 特定モニターは、次に定める業務の事前準

（１

）特定モニターに対して公的個人認証サービスを利

定モニターが所有するパソコンへ接続し、機器接続に必要なアプリケーションのダウンロード及びインス

す

（３）機器を配布し、又は実

号、電話番号及びメールアドレスを実施主体者に提供

及

（４）前号に定める氏名、住所、郵便

連絡すること。 

第７条第２項に定める費用が発生する場合には、当該費用をご負担いただきます。 

２

５条（業務の実施期間） 

業

都合により

第１項に定める業務の事前準備及びその他の事前準備を依頼することがあります。 

６条（機器の配布） 

業務を実施していただくために、機器を実施主体者が郵送にて配布します

特定モニターは、業務の実施期間中、機器に添付されている操作説明書等の記載内容に基づき機器を設置し及び

用し、善良なる管理者の注意義務をもって機器を管理するものとします。 

万一、業務の実施期間中、機器の紛失、破損、故障等が発生した場合は、特定モニターは速やかに第８条に定め

問合せ窓口へ連絡し、問合せ窓口の指示に従うものとします。また、機器の紛失、破損、故障等の原因が特定モニタ

の故意又は重大な過失と認められる場合は、その修復、補修等に要する費用は特定モ

ま
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資格を取り消す場合があります。 

 

第

．前条第１項に掲げる機器の費用は、実施主体者側において費用を負担します。 

２

（１

においてご負担いただきます。既に住民基本

台帳カード及び電子証明書をお持ちの方は、お持ちのカードにて参加いただけます。 

ターネット回線接続料金及び電気料金 

）業務実施期間中に、特定モニターが都合により参加を取り消した場合の返却費用等特定モニターは速やかに実施

ととし、当該返却やサービス等の解約に必要な費用（運送費等、参加中止に要するす

範囲で速やかに破棄します。 

第

業務の実施期間中、アンケートの内容等に関するモニターからの問合せは、特定モニターの募集窓口にて問合せを

、業務実施期間終了後、業務に関わる窓口業務を終了し、これ以降の特定モニターからの業務

１．次に定める事由が生じた場合は、実施主体者は特定モニターに事前に通知することなく、実証実験を一時的に中断

を定期的又は緊急に行う場合 

）業務の運用上又は技術上、一時的な中断が必要と実施主体者が判断した場合 

の事由により実証実験の一時的な中断等が発生した場合は、これに起因する特定モニタ

のを除き、実施主体者は一切責任

第

１ いて、次の各号に掲げる理由の区分に応じ、当該各号に定める特定モニターの個人の識別が可能な情報

（１

（２ 電話番号） 

証明書シリアル番号及び電子証明書発行者名の転写情報） 

ス及び携帯電話メールアドレ

（５ （住所、性別、生年月日） 

） 何らかの事由により、実施主体者が特定モニターに対し、メールにより連絡及び依頼が実施できない場合の連絡 

（７

（８

２ を利用及び提供はしないことと

します。 

１項に掲げる利用目的の達成に必要な範囲内で、第４条第１項第４号に定める連絡があった場

ととします。 

５ りに他人に知らせたり、第１項に掲げる

６

 

第１１条（制限事項） 

７条（費用の負担） 

１

．次に定める費用は、特定モニターにおいて費用をご負担いだきます。 

）住民基本台帳カードの取得及び電子証明書取得に必要な経費 

特定モニターが業務で利用する公的個人認証サービスに対応したアンケートに回答していただく際に必要な住民基

本台帳カード及び電子証明書の取得に必要な諸経費は、特定モニター

（２）業務により発生するイン

特定モニターが業務で利用する際に発生するインターネット回線接続料金（携帯電話でのインターネット接続料金を

含む。）、及び使用するパソコンその他の回線機器等の通電に係るすべての電気料金は、特定モニターにおいて負担

いただきます。 

（３

主体者側へ機器を返却するこ

べての費用）は当該モニターが負担することとします。取消に係る処置の完了後、実施主体者は当該モニターの個人

情報を合理的な

 

８条（問合せ窓口） 

受け付けます。なお

に対する問合せ等には対応できません。 

 

第９条（実証実験の一時的な中断） 

する場合があります。 

（１）実施主体者が、特定モニターの業務内容の変更や機器の保守

（２

２． 前項に基づく又はその他

ー又は特定モニターに関わる第三者が被った損害について、規約で特に定めるも

を負わないものとします。 

 

１０条（特定モニターの個人情報の保護） 

． 業務にお

（以下「個人情報」という。）を取得できるものとします。 

） 機器の配布 （氏名、住所及び郵便番号） 

） 何らかの事由により機器の配布が困難な場合の対応 （氏名及び

（３） 業務を実施するためのシステム登録 （メールアドレス、携帯電話メールアドレス、パスワード、氏名、住所、性別、

生年月日、電子

（４） 実施主体者が特定モニターに対して行う、連絡及び回答依頼を実施 （メールアドレ

ス） 

） 実施主体者が居住地域又は性別及び世代を指定して実施するアンケート 

（６

（氏名及び電話番号） 

） 実施主体者側で実施するシステムへの特定モニター情報の仮登録 （氏名及びメールアドレス） 

） 実施主体者が実施する実証実験についてのアンケート及びヒアリング調査 （メールアドレス） 

． 実施主体者は前項に掲げる利用目的以外の目的のために、保有している個人情報

３． 実施主体者は、第

合は、保有している個人情報が過去又は現在の事実と合致するように努めるこ

４． 実施主体者は、保有している個人情報の漏えいなどの防止のために必要な措置を講じるものとします。 

． 実施主体者は実証実験の実施に関して知り得た個人情報の内容を、みだ

利用目的以外に利用しないこととします。 

． 業務の実施期間の終了後、実施主体者は当該モニターの個人情報を合理的な範囲で速やかに破棄します。 

特定モニターは業務実施期間中、次に定める行為を行わないものとします。当該行為が発覚した場合は、実施主体
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者の判断により特定モニター資格を取り消すことができるものとします。 

）機器について、特定モニター以外の第三者への譲与や営利目的で利用する行為（使用、再生、複写、複製、販売、

かんを問いません） 

ーによる実証実験の目的以外の行為を運営上の

 

第

に該当する場合は、直ちに特定モニター資格を取

（１

（２ 困難と認められる事由が生じたとき。 

第

の解約に必要な費用（運送費等、参加中止に要するすべての費用）

は当該モニターが負担することとします。ただし不可抗力等、当該モニターの責めに帰さない事由による場合はこの

。 

第

、実証実験の終了を特定モニターにメールにより通知します。また、業務

施期間の終了後、実施主体者は第１０条第６項に定めるとおり当該モニターの個人情報を合理的な範囲で速やか

第

１項に掲げる機器に

フターサポートについては、必要

第

次に定めるものは、実施主体者の免責事項とさせていただきます。 

るパソコン機器の故障、住民基本台帳カードの破損、携帯電話の接続制

い事由により業務内容の全部又は一部の提供が不可能又は

ん。 

損害を被った場合は、一

（３ 責任を負いません。 

者は一切の責任を負いません。 

同意することで、公的個人認証サービスを利用しないでアンケートに回答していただく一般モ

は、実証実験の

ＰＯ法人から一般モ

Ｏ法人から、実証実験で別途実施する地域ＳＮＳへの参加ご案内を電子メールにて送付させて頂くことがあ

（１

再販売等の形態のい

（２）規約上の権利・義務を第三者に譲渡し、又は使用させる行為 

（３）著作権、商標権、その他の権利を侵害する行為 

（４）実証実験の運営上の妨害をする行為（実施主体者は、特定モニタ

妨害とみなし、これを禁止します） 

１２条（特定モニター資格の取消し） 

実施主体者は、特定モニターが次の各号に定めるいずれかの事実

り消すことができるものとします。 

）規約に違反したとき。 

）規約の履行が

 

１３条（業務実施期間中の契約解除） 

業務の実施期間中、規約に従い特定モニター資格が取り消された場合は、特定モニターは速やかに実施主体者へ

機器を返却することとし、当該返却やサービス等

限りではありません

 

１４条（業務実施期間の終了） 

実施主体者は、業務の実施期間の終了後

実

に破棄します。 

 

１５条（業務の対価） 

実施主体者側は、業務実施期間の終了後、第３条に定める業務の実施の対価として、第６条第

ついて、特定モニターに無償で進呈するものとします。ただし、当該機器に関するア

に応じ、別途モニターの責任において手配して頂くものとします。又別途粗品を進呈します。 

 

１６条（免責事項） 

（１）実施主体者は、天災、事変、気象等によ

限、インターネットサービスプロバイダが提供するサービス内容の変更（サービスの休止、終了、組み合わせ等の変

更を含む。）その他実施主体者の責に帰すことのできな

困難となった場合は、一切の責任を負いませ

（２）実施主体者は、実証実験の中止により特定モニター又は特定モニターに関わる第三者が

切の責任を負いません。 

）実施主体者は、特定モニターの行為に起因して発生する異常について一切の

（４）前３号に定めるもののほか、実施主体者の責めに帰すべき事由に基づかない特定モニターの損害について、実施

主体

 

第１７条（実証実験における他のモニター区分への参加） 

業務においては規約に

ニター向けアンケートへの回答が可能になります。一般モニター向けアンケートの回答依頼について

協力団体であるＮＰＯ法人ながおか生活情報交流ねっとが主催する場合は、電子メールにて同Ｎ

ニターへの登録ご案内が届くことがあります。 

また同ＮＰ

ります。 

 

第１８条（協議事項） 

規約の定めにない事項、又は規約の解釈に疑義を生じた場合、双方誠意をもって協議の上、速やかに解決するもの

とします。 
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3-4 個人情報保護に関する留意点 

個人情報保護に関して留意すべき点は何ですか？ 

 

キーワード 
・モニター情報に関する取り扱いルール（収集、管理方法など） 

・電子アンケート結果の取り扱いルール

関連項目 
【実践編 電子アンケート】 1-6 個人情報保護に関する手続き 

 

・モニターアンケートの場合は、登録してもらう個人情報の利用目的や利用範囲などについて記

くなど、各団体が定める個人情報取り扱いのルール（自治体の

人情報を取得しない場合でも、アンケート結果の取り扱い（統計的に処理し個人を特定できるデ

ステムの管理、運用を外部に委託する場合には、個人情報取り扱い等の観

その条件を満た

託先を選定します。また、個人情報の取得、預託、返却、廃棄などについて、

す。 

 

載し、モニターの承諾を得てお

場合は個人情報保護条例など）に則って、厳格な取り扱いを行う必要があります。 

・オープンアンケートについても、個人情報を取得する場合は、同様の扱いが必要となります。個

ータは公開しないなど）や公開方法（結果はホームページで公開するなど）について説明し、了

解の上で回答していただく必要があります。 

 

・電子アンケートシ

点から、各団体のルールに則り、委託先の選定、契約等を行う必要があります。委託先の条件

が定められている場合（プライバシーマーク取得や ISMS 認定の有無など）は、

す事業者から委

各団体が定めるルールに従って、厳格に行う必要がありま

 

・また電子アンケート結果の公開については、紙・郵送のアンケート調査同様、統計的に処理し

て個人及び個人データが特定できないよう、配慮する必要があります。 

 

 

個人情報保護に関する主な留意点

項目 概要 

モニター登録時 

（モニター登録する場合） 

・個人情報の取得目的、利用範囲などの説明と本人の同意 

・取得した個人情報の厳格な管理、取り扱いなど 

アンケート回答時 ・調査の目的と活用方法、公開方法の説明と本人の同意 

・個人情報を回答してもらう場合には、その取り扱い（モニター登録時と同様）

・回答データの厳格な管理、取り扱いなど 

システムの外部委託 ・システムの管理、運用を外部委託する場合は、各団体のルールに則り、委

託先の選定や契約、個人情報の取り扱いなどを行う 

調査結果の公開時 ・統計的に処理し、個人が特定できないよう配慮する 
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ＩＣＴ住民参画実証実験 特定モニター個人情報の取り扱いについて （長岡市） 

長岡市では、「ＩＣＴ住民参画実証実験」（以下「実証実験」という。）において、実証実験における公的個人認証

用した実証実験アンケートの実施に必要な範囲で、参加を希望する長岡市民または長岡市への在

いう。）の情報を取得します。取得した

同意書」に署名していただきますようお願いいたし

お預かりした個人情報は、長岡市個人情報保護条例に則り、長岡市が厳重に管理し、漏洩、不正流用、改ざん

の防止に適切な対策を講じます。 

２． 取得する情報の範囲 

（ⅱ）住所 

なります。） 

（ⅸ）電子証明書シリアル番号及び電子証明書発行者名の転写情報 

３

だきます。 

 

 

サービスを利

勤・在学者の中から長岡市が選定した実験参加者（以下「特定モニター」と

情報は利用目的の範囲内で適切に取り扱います。 

なお、お手数ですが、別添「個人情報の取り扱いについての

ます。 

 

１． 個人情報の取扱いに関する基本姿勢 

等

 

（１）実証実験の実施のために必ずご提供いただく個人情報 

（ⅰ）氏名 

（ⅲ）性別 

（ⅳ）生年月日 

（ⅴ）郵便番号 

（ⅵ）電話番号 

（ⅶ）メールアドレス 

（ⅷ）パスワード（後ほどシステムにご登録いただく際に必要と

（２）特定モニター様の任意によりご提供いただく個人情報 

（ⅰ）携帯電話メールアドレス 

ご提供いただいたモニター様には、ご連絡等を携帯電話のメールあてにも送信します。 

 

． 取得する情報の利用目的 

公的個人認証サービスを利用した実証実験アンケートを長岡市が実施するために、次のとおり利用させていた

利用目的 取得する情報 
ＩＣカードリーダ・ライターの配布 氏名、住所、郵便番号 

実証実験に関する連絡 メールアドレス、氏名 

何らかの事由により、メールでの連絡ができない場合 氏名、電話番号 

の電話連絡 

実証実験におけるシステム登録 メールアドレス、携帯電話メールアドレス、パスワー

ド、氏名、住所、性別、生年月日、電子証明書シリア

ル番号及び電子証明書発行者名の転写情報 

実証実験アンケートの回答依頼 メールアドレス、携帯電話メールアドレス 

実証実験 である NPO 法人ながおか生活情

のアンケー

メールアドレス、氏名 協力団体

報交流ねっとから トの回答依頼および地域

SNS 実証参加のご招待 

モニター区分を指定

（居住地域、性別、世代） 

したアンケート回答依頼 住所、性別、生年月日 

実証実験に対するアンケート又はヒアリング調査依頼 メールアドレス 

 

扱い 

実証実験の実施のために長岡 て頂きます。なお、そ

ることは

 

ＮＰＯ法人ながおか生活情報交流ねっと 

 

５． 個人情報の保管期間 

実証実験の終了後、今回取得した特定モニター様の個人情報を長岡市が合理的な範囲で速やかに破棄しま

４． 取得する情報の取り

市が取得する情報は、以下に記載する関係者に提供させ

の他の第三者に提供す ありません。 
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す。 

 

６． 

a.niigata.jp/reiki/reiki_honbun/ae40300291.html

個人情報に関するご連絡先 

長岡市企画部情報政策課 

電話：XXXX-XX-XXXX ＦＡＸ：XXXX-XX-XXXX 

Ｅ－ｍａｉｌ xxx@xxxx.xxxxxxxx.xxxxxxx.xx 

 

長岡市個人情報保護条例は以下の市ホームページで閲覧できます。 

http://www.city.nagaok
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 3-5 携帯電話を利用した電子アンケート 

に回答することはできますか？ 

キ

・パソコンを利用していない人へのアンケート 

・屋外からで  

携帯電話から電子アンケート

ーワード 

も回答できる利点

関連項目 
【導入検討編】 ６ 電子アンケートとは 

 

・平成 16 年末現在、インターネット利用者数は 7948 万人であり、このうちパソコンのみの利用者

が 2953 万人、携帯のみ（PHS、情報端末を含む）が 657 万人、パソコンと携帯の両方からが

1676 万人、ゲーム機からのみの利用者が 30 万人となっています（平成 17 年版情報通信白

書）。 

・携帯電話を利用して電子アンケートを行うことにより、多くの方々を対象にできるほか、以下の

ような携帯電話の特徴を活かした調査方法が可能になります。 

 

携帯電話の特徴を活かした電子アンケートの例 

例 概要 

イベント来場者ア

ンケート 

・イベント来場者を対象に、QR コードなどで回答画面の URL を提供し、オープンア

ンケートを行う。 

・来場者の属性、来場動機などを把握できる。 

・帰宅予定時間、利用交通機関などを回答してもらうことにより、例えば臨時バス

便の増発などの参考データとすることができる。 

・シンポジウムなどの場合、会場の意見を集計、表示したり、質問を受け付けるこ

とができる。 

・コンテストでの来場者からの人気投票も可能。 

観光客アンケート ・観光地でパンフレットなどに QR コードを印刷しておき、観光客を対象としたアンケ

ートを行う。 

・観光客の属性、来訪目的、当地を選んだ理由、いい点、悪い点など、観光マーケ

ティングの基礎データなどを収集することができる。 

行政サービス利

用者アンケート 

・役所や公共施設の窓口などに QR コードを表示しておき、行政サービスに対する

不満や要望などを調査し、サービス改善の検討に用いる。 

読者アンケート ・広報紙などに QR コードを印刷しておき、読者の属性、役に立った記事、要望など

を調査し、今後の紙面検討などに活用する。 

災害時の活用 ・避難場所ごとの不足物資や余っている物資の状況を把握（報告）する。 

・まちかどレポーターなどが、地区ごとの被災状況を報告する。 

・自治体職員や消防団員などの居場所確認（今、どこにいてどんな状況かなど）。 
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【実践編 電子アンケートシステム】  

実証実験における携帯電話を利用した電子アンケート 

期間：2006 年 2 月 18 日～2 月 19 日の 2 日間 

方法：屋内会場の出入口付近にＱＲコードを記載した電子アンケート協力依頼のパネ

者に回答を依頼。 

 
 
 

 

 

 
 
 
 

 
 

 
 
 

・実施場所：2006 長岡雪しか祭り会場 

・実施

・対象者  ：会場に訪れた市民 

・回答総数：７１人 

・実施

ルを掲示し、帰路につく来場

 
 

 

 アンケート実施場所 

 

携帯電話を利用した携帯電話を利用した
電子ア電子アンケート実施中！

2006 2006 長岡雪しか祭り長岡雪しか祭り

「雪しか祭り
是

 
 

 

 
 

総総務省ＩＣＴ住民参画実証実験務省ＩＣＴ住民参画実証実験

実証実験

ンケート実施中！

」についての簡単なアンケートです。
非、ご協力をお願いします！

あなた

③アンケート回答画面へ 

のカメラ付き携帯電話で簡単アクセス！

実証実験

①電子アンケート協力依頼パネルの QR
コードを携帯電話読み取る 

②表示された URL をクリック 

携帯電話アンケートの回答方法 
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【実践編 電子アンケートシステム】  

 

 ● のアンケートより） 

 

 

 

 

 

 

 

携帯電話アンケートに対する評価（前頁

 

 

 

 

 

● 携帯電話アンケートの利用場面（同上） 
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8.5% 便利である
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どちらかというと便利である
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1.4%
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不便である

紙のアンケートがよい

その他
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イベント会場等で、来場者を
対象としたアンケート

観光客を対象としたアンケート

役所等の窓口で、行政サービスへの
要望等を調査するアンケート

広報紙・パンフレット等紙媒体の紙
関する要望・意見等を調査するア

災害時、避難場所の不足物資

状況把握に活用するアン

%

7

2.8

面に
ンケート

等の

ケート

その他
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【実践編 電子アンケートシステム】  

端末別にみた個人のインターネット利用者数・比率 

  

出典：平成 17 年版情報通信白書（http://www.johotsusintokei.soumu.go.jp/whitepaper/ja/h17/index.html） 
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